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命 令 書

申 立 人 萬世閣労働組合

執行委員長 Ａ

被申立人 株式会社 萬世閣

代表取締役 Ｂ

上記当事者間における平成２１年道委不第１３号萬世閣不当労働行為事件につい

て、当委員会は、平成２２年１１月２６日開催の第１６７８回公益委員会議、同年１

２月１０日開催の第１６７９回公益委員会議、同年１２月２４日開催の第１６８０回

公益委員会議及び平成２３年１月１４日開催の第１６８１回公益委員会議において、

会長公益委員道幸哲也、公益委員樋川恒一、同成田教子、同亘理 格、同浅水 正、

同加藤智章及び同野口幹夫が出席し、合議の上、次のとおり命令する。

主 文

１ 被申立人は、支配人等にファクシミリで従業員の組合参加の有無を確認するよう

指示をし従業員と面談させるなど申立人組合の運営に支配介入してはならない。

２ 被申立人は、Ｃ調理長が申立人組合のＤ組合員及びＥ組合員に対し、会社とけん

かしない方がいいなどと発言し、組合脱退を働きかけるなど、申立人組合の運営に

支配介入してはならない。

３ 被申立人は、Ｆ調理長が申立人組合のＧ組合員、Ｈ組合員、Ｉ組合員、Ｊ組合員、

Ｋ組合員に対して、組合脱退届のひな形を教示するなど、申立人組合の運営に支配

介入してはならない。

４ 被申立人は、申立人組合のＡ執行委員長に対し平成２１年４月８日付けで顧問解

任による降格処分をし、組合員に対し、組合活動を故とする不利益取扱い及び組合

に対する支配介入をしてはならない。

５ 被申立人は、申立人組合のＡ執行委員長に対する平成２１年４月８日付け顧問解
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任による降格処分がなかったものとして取り扱い、原職又は原職相当職に復帰さ

せなければならない。また、同解任から原職復帰までの間に、同人が受けるは

ずだった解任時の役職手当（月額１万５千円）の全額を支払わなければならな

い。

６ 被申立人は、３万円の支払いで過去の残業代を放棄するよう提案した社員集会の

開催に当たり、申立人組合のＡ執行委員長を除外して他の従業員へ参加を呼びかけ、

合意書への署名を求めるなど、組合活動への支配介入をしてはならない。

７ 被申立人は、団体交渉継続中に申立人が反対しているにもかかわらず、さらなる

交渉を行わず、就業規則改訂手続を行い、就業規則を改訂し、実施するなど、不誠

実な団体交渉をしてはならず、組合に対し支配介入してはならない。

８ 被申立人は、申立人組合のＫ組合員に対し平成２１年１０月１日付けで再雇用を

行わない旨を通告し、組合員に対し、組合活動を故とする不利益取扱い及び組合に

対する支配介入をしてはならない。

９ 被申立人は、次の内容の文書を縦１メートル、横１．５メートルの大きさの白紙

にかい書で明瞭に記載し、被申立人の本社従業員出入口の見やすい場所に、本命令

書写しの交付の日から７日以内に掲示し、１０日間掲示を継続しなければならない。

記

当社の次の行為は、北海道労働委員会において、労働組合法第７条第１号、第

２号及び第３号に該当する不当労働行為であると認定されました。

今後、このような行為を繰り返さないようにします。

記

１ 当社が、支配人等にファクシミリで従業員の組合参加の有無を確認するよう

指示し従業員と面談させるなど貴組合の運営に支配介入したこと。

２ 当社が、Ｃ調理長をして貴組合Ｄ組合員及びＥ組合員に対し、組合脱退を働

きかける発言をするなど、貴組合の運営に支配介入したこと。

３ 当社が、Ｆ調理長をして貴組合Ｇ組合員、Ｈ組合員、Ｉ組合員、Ｊ組合員、

Ｋ組合員に対して、組合脱退届のひな形を教示するなど、貴組合の運営に支配

介入したこと。

４ 当社が、貴組合のＡ執行委員長に対する平成２１年４月８日付け顧問解任に
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よる降格処分を行い、組合員に対し、組合活動を故とする不利益取扱い及び貴

組合への支配介入を行ったこと。

５ 当社が、貴組合のＡ執行委員長を除外して、３万円の支払いで過去の残業代

を放棄する提案を行い、合意書への署名を求めるなど、貴組合への支配介入を

行ったこと。

６ 当社が、団体交渉継続中に貴組合が反対しているにもかかわらず、さらなる

交渉を行わず、就業規則改訂手続を行い、就業規則を改訂し、実施するなど、

不誠実な団体交渉をし、貴組合の運営に支配介入したこと。

７ 当社が、貴組合のＫ組合員に対する平成２１年１０月１日付けで再雇用を行

わない旨を通告し、組合員に対し、組合活動を故とする不利益取扱い及び貴組

合への支配介入を行ったこと。

平成 年 月 日（掲示する初日を記入すること）

萬世閣労働組合

執行委員長 Ａ 様

株式会社 萬世閣

代表取締役 Ｂ

10 申立人のその余の申立てを棄却する。

理 由

第１ 事案の概要等

１ 事案の概要

本件は、被申立人株式会社萬世閣（以下「会社」という。）の次の行為が、労

働組合法（以下「法」という。）第７条第１号、第２号及び第３号の不当労働行

為に該当するとして、申立人萬世閣労働組合（以下「組合」という。）から救済

申立てがなされた事案である。

(1) 平成２０年１２月２２日、登別萬世閣における就業規則変更のための社員集
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会において、異議を申し立てた組合のＡ執行委員長（以下「Ａ」という。）に

対し、会社の代表取締役であるＢ社長（以下「社長」という。）は「誰に知恵

をつけられたんだ。」と威嚇し、組合の権威をおとしめ弱体化を図った。

(2) 同月２４日、会社は洞爺湖萬世閣及び登別萬世閣の各支配人等に、従業員の

組合参加の有無を確認するよう指示書を送り、組合への加入妨害や、脱退を促

すような支配介入を行った。

(3) 平成２１年２月１６日、会社は、団交終了直後、組合に就業規則改訂等のた

めの従業員代表者選任手続（以下「代表者選任手続」という。）を翌日開催す

ることを通知してきたため、組合はこれを中止するよう抗議したが、翌２月１

７日、会社は強行した。これに際し、会社は組合関係者が代表者にならないよ

う働きかけを行った。会社は、２月１６日の団体交渉で組合が反対意見を述べ

ているにもかかわらず、さらなる交渉を行わず、２月１７日から、就業規則を

改訂し、実施した。

(4) 同年３月１２日、組合員のうち１５名（洞爺湖萬世閣の調理部に勤務してい

た者で、提訴時点で１２名が現職者であった）は会社及び社長を被告とする、

総額１億３千万円の時間外手当等請求訴訟（以下「訴訟」という。）を提訴し

た。同年３月１６日、登別萬世閣のＣ調理長（以下「Ｃ調理長」という。）は

Ｄ組合員（以下「Ｄ」という。）に対し、訴訟を取り下げるよう求め、翌日、

Ｅ組合員（以下「Ｅ」という。）に対しても、訴訟の取下げ、及び組合脱退を

求めた。

(5) 同年４月８日、Ａは社長室に呼び出され、顧問職を解任され、一方的に降格

を通告された。会社は、時間外手当不払いや消防法違反是正に関して社長の解

任を訴える同人に対して信頼関係が保てないという理由を挙げているが、これ

は、Ａが組合活動を行った故の不利益取扱いであり、同時に組合への支配介入

である。

(6) 同年５月１４日、訴訟の第１回弁論期日の前日、会社はＡを除く従業員を集

めて社員集会を開催し、「今までのことはなかったことにしてほしい、時間外

手当の請求権を放棄することに同意した者には、その場で３万円を支給するの

で、誓約書兼解決金受領書（以下「合意書」という。）に署名してほしい。」

と話し、従業員の多くに署名、押印させた。
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(7) 同年１０月２７日、同年１１月１０日に定年を迎えるＫ組合員（以下「Ｋ」

という。）の定年後の再雇用について、会社は、Ｋが定年をもって辞める旨を

明確に回答し、就業規則の手続を遵守していない等の理由で、Ｋの再雇用を拒

否したが、これはＫが組合員である故の不利益取扱いであり、同時に組合への

支配介入である。

これらの組合の主張に対し、会社は、不当労働行為に該当する行為はないと主

張している。

２ 請求する救済内容の要旨

組合は、２１年６月１２日付けでの不当労働行為救済申立て（以下「当初申立

て」という。）の後、２１年１０月３０日付けでの不当労働行為救済追加申立て

（以下「追加申立て」という。）を行い、結審日現在における請求する救済の内

容は、次のとおりである。

(1) 会社は、組合員に対し、組合からの脱退を働きかけるなど、組合の運営に支

配介入してはならない。

(2) 会社は、組合員に対し、労働組合活動を理由として、降格その他の不利益取

扱いをしてはならない。

(3) 会社は、Ａに対する平成２１年４月８日付け登別萬世閣調理部顧問解任によ

る降格処分を取り消し、原状回復するとともに、解任した日から顧問職に復帰

するまでの間に、同人が得たであろう役職手当の全額を支払わなければならな

い。

(4) 会社が行った時間外労働協定及び変形労働時間協定に係る労働者過半数の代

表者からの意見聴取手続は、組合の団結権の侵害になるから撤回しなければな

らない。

(5) 会社が、残業代請求の原告５名に訴訟の取下げを強要したことは、残業代請

求などの組合の正当な活動を違法に妨害する団結権の侵害である。

(6) 会社が一律３万円の解決金を支給することと引き換えに過去２年分の残業代

を放棄させた行為は、残業代請求などの組合の正当な活動を違法に妨害する団

結権の侵害であり、撤回しなければならない。この際、Ａを除外して招集し、

組合員以外に３万円の残業代を支給したのは、組合員差別の不当労働行為であ
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り、かつ支配介入である。

(7) 会社が、団交において組合から反対意見が述べられていたにもかかわらず、

さらなる交渉を行わず、翌日に就業規則改訂のための代表者選任手続を強行し

たことは、不誠実団交に該当し、会社は、二度とこのようなことをしてはなら

ない。

(8) 会社は、就業規則改訂のための代表者選任手続において、組合員が代表者に

選任されないよう働きかけるなど、組合の活動を妨害する目的で支配介入して

はならない。

(9) 会社がＫの再雇用を拒否したことは組合員故の不利益取扱いであり、会社は、

Ｋが定年を迎える２１年１１月１０日以降も、高年齢者等の雇用の安定等に関

する法律（以下「高年齢者雇用安定法」という。）第９条の趣旨に従い、同人

を雇用しなければならない。

(10) 会社は、組合に対する支配介入や、正当な理由なく組合員に対し不利益取扱

いをしたこと、及び不誠実な団体交渉を行ったことについての陳謝文を、会社

の正面玄関の見やすい場所に掲示しなければならない。

３ 本件の争点

(1) 会社の次の行為が、組合の運営に対する支配介入に該当するか否か。

（争点１）

① ２０年１２月２２日に社長の威嚇発言があったか否か。何らかの社長発言

が認められるとして、これが威嚇発言として、組合への支配介入に該当する

か否か。

② ファクシミリによる支配人らへの指示の内容が、組合への加入妨害や脱退

を促すような内容で、組合への支配介入に該当するか否か。

③ 会社の調理長が部下の組合員へ訴訟取下げを求めた発言が、組合への支配

介入に当たるか否か。また、会社が、従業員からの問い合わせに対して組合

脱退の手続、及び訴えの取下げの手続について教示したことが、組合への支

配介入に該当するか否か。

(2) 会社が、Ａを顧問職から降格したことが、正当な組合活動をしたこと故の不

利益取扱い及び組合に対する支配介入に該当するか否か。 （争点２）
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(3) 会社が、就業規則改訂のための代表者選任手続で、組合関係者が代表者にな

らないように働きかけ、就業規則の内容を従業員に十分に説明することなく手

続を強行したことが、組合への支配介入に該当するか否か。 （争点３）

(4) 会社が、一律３万円の解決金を支給することと引き換えに、過去の未払い残

業代を放棄させる提案を行い、合意書へ署名させたことが、組合への支配介入

に該当するか否か、その際、Ａを除外して提案したことが不利益取扱いに該当

するか否か。 （争点４）

(5) 会社が、団体交渉継続中で組合が反対意見を述べていたにもかかわらず、就

業規則改訂のための代表者選任手続を強行し、就業規則を改訂したことは、不

誠実団交に該当するか否か。 （争点５）

(6) 会社が、Ｋの定年後の再雇用を拒否したのは、Ｋが組合員であることを故と

する不利益取扱いに該当するか否か。 （争点６）

(7) Ａの顧問解任以前の萬世閣労働組合は、Ａが会社の利益代表者であることか

ら、労働組合法上の労働組合に該当するか否か。 （争点７）

第２ 当事者の主張の要旨

１ 組合の主張要旨

(1) 会社の行為が支配介入に当たるか否かについて（争点１）

① 社長がＡを威嚇する発言をしたことについて

２０年１２月１３日、萬世閣労働組合結成大会が開催されて、Ａが執行委

員長に選出された。同月２２日、登別萬世閣において、就業規則変更のため

の代表者選出手続がとられ、就業規則変更のための社員集会において、異議

を申し立てたＡ委員長に、Ｂ社長は「誰に知恵をつけられたんだ。」と威嚇

した。この発言は、従業員の前で組合を小馬鹿にした態度を示すことで、組

合の権威をおとしめ、組合の弱体化をねらった支配介入で、法第７条第３号

の不当労働行為に該当する。

② 会社がファクシミリで支配人らに指示をしたことについて

２０年１２月２４日、会社は、洞爺湖萬世閣及び登別萬世閣の各支配人ら

に、組合結成通知書に記載されているＡ、Ｌ（以下「Ｌ」という。）、Ｍ（以下

「Ｍ」という。）を除く全従業員の組合参加の有無を確認するようファクシミ
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リを送付した。その内容は、「あなたの周りに間違ったことを考えたり、若者

を巻き込んだりする人がいたら諭してください。」と記載され、組合への加入

を妨害し、組合から脱退を促すようなものであった。

また、文書には、「顧問弁護士から組合名簿が出ていないので話をしても

よいと了解ずみ。」と明記されていた。会社の行為は、組合への加入を妨害

し、組合から脱退を促す法第７条第３号の不当労働行為に該当する。

③ Ｃ調理長が訴えの取下げ等を求めた発言、及び会社が組合脱退手続等を教

示したことについて

２１年３月１２日、組合員のうち１５名は、訴訟を提起した。同月１６日、

洞爺湖萬世閣のＣ調理長が、部下のＤを呼び、訴訟を取り下げるよう求めた。

翌１７日には、Ｃ調理長は、部下のＥに、Ｂ社長の指示であるとして、訴訟

を取り下げなければ、北海道中の職場で働けなくしてやると脅して、組合脱

退及び訴訟の取下げを求めた。また、会社は、従業員からの問い合わせに対

して、訴訟を取り下げる手続や、組合からの脱退手続を教示したことを認め

ている。これらの組合脱退工作は、法第７条第３号の不当労働行為に該当す

る。

(2) 会社がＡを顧問職から降格したことについて（争点２）

２１年４月８日、Ａは、顧問職を突然一方的に解任された。会社の降格理由

は、「顧問職というのは社長との信頼関係の上に成り立っているわけで、今、

社長解任を訴えているＡさんとはこの信頼関係は成り立たない。故に顧問職を

解任します。」等とのことであった。組合は、会社による時間外手当不払いや、

消防法違反の是正と謝罪を求めてきたにもかかわらず、社長が謝罪を拒否し、

不誠実な交渉態度に終始したため社長解任を訴えたのであり、こうした正当な

組合活動をもってＡを顧問職から解任したことは、Ａが労働組合活動を行った

故の不利益取扱いであると同時に、組合に対する支配介入であり、法第７条第

１号及び第３号の不当労働行為に該当する。

(3) 会社が、就業規則改訂のための代表者選任手続で、組合関係者が代表になら

ないよう働きかけ、就業規則の内容を従業員に十分に説明することなく手続を

強行したことについて（争点３）

２１年１月７日、会社は、組合へ新就業規則案を送付し、同月９日に、第１
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回団交が開催された。同月２６日、組合は、会社に対し新就業規則案に対する

疑義申入書を送付した。２月１２日、会社から組合へ、疑義申入書に対する回

答及び手直しされた就業規則の送付があった。

２月１６日、第２回団交が開催された。その終了直後に、会社から組合側弁

護団代表のＮ弁護士（以下「Ｎ弁護士」という。）あてに、翌２月１７日に、

代表者選任手続を開催する旨の通知があった。

組合は、２月１７日に意見聴取手続を行うことについて、「団交で問題点に

ついて、２月２３日までに再質問をすることを明言している。したがって、明

日代表者手続を行うことは、組合からの再質問を受けずに就業規則改訂手続を

強行しようとすることで納得できない。」旨の抗議書を会社に送付したが、会

社は、２月１７日、洞爺・登別・定山渓で代表者選任手続を強行した。

そして、この代表者選任手続を行うに当たり、会社は、会社が把握している

組合関係者が代表者とならないよう働きかけを行っていた。

さらに、会社は、労働者代表を選任し、その同意を得たとして、２月１７日

から就業規則を改訂し、同月１９日ころから、全従業員に対し、改訂後の就業

規則等の適用を前提とした労働条件通知書に署名押印するよう強要し、多くの

従業員が、意味を理解せず、あるいは、やむを得ず、これに応じた。組合は、

２月１７日に行われた代表者選任手続を撤回する旨の要求書を送付した。

以上、会社が代表者選任手続で、組合関係者が代表者とならないよう働きか

けを行い、代表者選任手続を強行したことは、組合に対する支配介入であり、

法第７条第３号の不当労働行為に該当する。

(4) 会社が、一律３万円の解決金を支給することと引き換えに、過去の未払い残

業代を放棄させたことについて（争点４）

２１年５月１４日、会社は、登別萬世閣において、Ａ以外の従業員を集めて

社員集会を開催、「時間外手当の請求権放棄に同意したものには、その場で３

万円支給するので合意書に署名して欲しい。」と話し、多くの従業員が合意書

に署名した。翌日には、訴訟の第１回期日が予定されていた。残業代請求訴訟

の第１回期日の前日に、Ａ以外を集めてこうした提示がされていることは、組

合員が会社の重大な違法行為の是正を求め、訴訟を提起していることへの露骨

な妨害・介入行為であり、残業代請求訴訟を重要な戦術としている組合の活動
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を事実上無力化させ、これをてこに広範囲に組合員が拡大することを未然に防

止しようとする支配介入行為であり、法第７条第３号の不当労働行為に該当し、

また、組合員以外には３万円の残業代を支給したという意味では、組合員への

差別的取扱いとして評価されるべきものであり、法第７条第１号の不当労働行

為に該当する。

(5) 会社が、団体交渉継続中で組合が反対意見を述べていたにもかかわらず、就

業規則改訂のための代表者選任手続を強行し、就業規則を改訂したことは、不

誠実団交に該当するか否かについて（争点５）

就業規則の改訂について、２月１６日の第２回団交中に組合が反対し、組合

が再質問すると予告し、第２回団交直後に会社が行った代表者選任手続の実施

通告に対し反対しているにもかかわらず、翌２月１７日、労働者代表者を選任

し、意見聴取手続を進め、就業規則を改訂し、同日、改訂就業規則を実施した

ことは、不誠実団交に当たり、法第７条第２号の不当労働行為に該当する。

(6) 会社が、Ｋの定年後の再雇用を拒否したのは、Ｋが組合員であることを故と

する不利益取扱いに該当するか否かについて（争点６）

２１年１０月１日、会社は、改訂後の就業規則では、再雇用を希望する者は、

定年予定日の３か月前までに申し出ることになっているにもかかわらず、Ｋが

申出をしなかった以上、再雇用を行わない旨を一方的に通告した。

しかし、Ｋは、この日まで、改訂後の就業規則に関して、見聞きする機会は

一切なく、かつ、組合も、本件手続において、２１年７月２３日に、就業規則

が乙４号証として提出されるまで、その内容を知ることはできず、かつ、就業

規則改訂手続の効力を争っていた。

また、会社は、２１年７月末から８月はじめにかけて、Ｆ調理長が、Ｋに対

し、退職後の対応についてどのように考えているかを確認した際、Ｋが、定年

をもって辞める旨明確に回答したことも、再雇用しない理由にしているが、こ

れは、訴訟提起後、Ｆ調理長らが、執拗に訴訟取下げと組合脱退を求める働き

かけをすることに感情的になったＫが、「社長が辞めろというなら、辞めます。」

などと述べたにすぎず、辞めることを明確に回答したなどとはいえない。

このように、会社が、Ｋの再雇用を拒否したのは、Ｋが組合員であり、会社

に対し訴訟を提起していることを会社が嫌悪したためで、組合員への不利益取



- 11 -

扱いであると同時に、組合に対する支配介入であり、法第７条第１号及び第３

号の不当労働行為に該当する。

(7) Ａの顧問解任以前の萬世閣労働組合は、Ａが会社の利益代表者であることか

ら、労働組合法上の労働組合に該当するか否かについて（争点７）

Ａの顧問職が、会社主張のように「会社の重要機密を扱う会議」に出席しな

ければならないような重要な職制であれば、職務内容を規定した就業規則など

があってしかるべきであるがそのようなものはなく、会社はＡの労働者性を否

定するために後付けで顧問職の職務内容を主張しているにすぎない。会社の主

張する機密なるものが何を指すか明らかではないが、労務管理や人事管理に関

わっていることが直ちに会社の利益代表となるものでもない。Ａの顧問職は、

実質的に会社の利益代表者に該当せず、萬世閣労働組合は、結成当初から法上

の労働組合である。

また、そもそも、法第２条ただし書第１号の規定は、会社の利益に解するべ

き規定ではなく、法が「使用者の利益を代表する者」の労働組合への参加を禁

止した趣旨は、労働組合の自主性を確保するためである。Ａは、登別萬世閣の

調理長及び調理部顧問の地位にあったが、その間、何ら会社経営に関与するこ

とはなかった。したがって、Ａの参加が萬世閣労働組合の自主性を阻害する危

険は皆無であり、実質的にＡが「使用者の利益を代表する者」に該当する余地

はなく、会社の主張は誤った法律判断に基づくものである。

２ 会社の主張要旨

(1) 会社の行為が支配介入に当たるか否かについて（争点１）

① 社長がＡを威嚇する発言をしたことについて

会社は、組合の主張する発言はしていないとし、組合が問題とする２０年

１２月２２日の社員集会におけるやりとりについて、次のように主張してい

る。社員集会終了後、代表者からの意見聴取中に、会場に戻ってきたＡが、

選出された代表者に「ちゃんと確かめないでサインをしないのはいいのか。」

などと発言して、意見聴取手続を妨害してきた。Ｏ常務（以下「常務」とい

う。）はＡに、「意見があるなら、さっき質疑応答の機会に言えばよかった

のではないか。」と発言した。やりとりを聞いていた社長がＡに、「どのよ
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うに思おうと自由であるが、正式な手続を踏んでいるのだから、手続を妨害

するんじゃない。」と発言した。社長は、就業規則変更手続に対する妨害を

行っていたＡに対し、業務上の注意を行っていたもので、法第７条第３号の

不当労働行為には該当しない。

② 会社がファクシミリで支配人らに指示をしたことについて

本件文書は、会社が幹部職員に送付した文書で、幹部社員が一般社員に対

して説明する際の内容について記載したものである。文書送付と同時期に、

組合員であるＰ執行副委員長（以下「Ｐ」という。）とＡが、会社が不当解

雇や退職金不払いをしていると触れまわっていると聞いたので、そうした事

実はないことや、従業員が間違った事実の認識をしないようにするため、文

書を送付したもので、組合への加入を妨害したり、組合からの脱退を促すよ

うなものではなく、また、会社は、組合員捜しなど一切行っていない。文書

全体から判断すれば、でたらめな話をする者に対して、事実を正確に述べて、

必要であれば訂正を行うようにとの依頼文であることは容易に読み取ること

ができる。したがって、法第７条第３号の不当労働行為には該当しない。

③ Ｃ調理長が訴えの取下げ等を求めた発言、及び会社が組合脱退手続等を教

示したことについて

会社が、組合員を個別に呼び出し、訴訟の取下げを働きかけた事実はない。

Ｃ調理長についても、Ｄ及びＥが組合員であるかどうかわからない状況で、

会社とはまったく関係のない個人の立場において、心配して訴えを取り下げ

た方がいいのではないかという趣旨の発言を行ったものである。組合主張の

発言（社長が北海道中の職場で働けなくしてやると言っているとの発言）は

一切ない。会社及びＣ調理長が、Ｄ及びＥについて組合員であることを明白

に知ったのは、２１年４月１日の団交時であった。

また、会社は、従業員から組合脱退の手続について問われたため、組合か

らの脱退手続について教示し、同様に、会社は調理人から訴訟を取り下げた

いがどうすればいいかという相談を受けたので、これに対し、委任状署名の

経緯を聞き、取り下げる場合の文言について教示したにすぎず、法第７条第

３号の不当労働行為には該当しない。

(2) 会社がＡを顧問職から降格したことについて（争点２）
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顧問の職務の内容は、調理長が会社の方針に則って行う調理部における採用

などの人事、予算の執行等の調理部の運営に対して助言、補助を行うことであ

り、会社における管理職に当たるものである。Ａは、顧問職に就いてから顧問

職の職務を一切行わず、その職務は完全に形骸化していた。

また、経営側の職務である顧問職は、会社との信頼関係の上に成り立つ職務

であり、組合ができた場合にはその対応についても助言、補助を行うという内

容も職務に含まれているにもかかわらず、Ａはその職務内容と矛盾する行動を

取っており、会社との信頼関係を破壊する行為を自ら行ったもので、これも顧

問職の形骸化の原因である。

なお、２１年４月１日の虚偽を記載したビラの配布により会社が損害を受け

たことも、信頼関係破壊の付加事情になる。

よって、会社は、顧問職が形骸化していたため、職制の見直しに当たり、顧

問職を廃止したものであって、法第７条第１号及び第３号の不当労働行為には

該当しない。

(3) 会社が、就業規則改訂のための代表者選任手続で、組合関係者が代表になら

ないよう働きかけ、就業規則の内容を従業員に十分に説明することなく手続を

強行したことについて（争点３）

ア 組合は、会社が就業規則改訂手続を早急に行うことについて、明確に同意

していた。すなわち、組合が自認するように、「就業規則を急いで改訂・変

更しようとするのは会社の自由だが、それが法的に問題であれば、組合は厳

しい対応をする。」と述べた。そして、会社は第２回団交で、「就業規則と

変形労働時間制の採用の問題、３６協定については、かなり経営的に切羽詰

まっている状況なので、早急に手続を進めたいと考えている。」、「就業規則

の改訂の手続についてはもう早急に進める。」と発言したのに対し、組合は、

「会社の経営判断上、早急にしたいということ自体については、こちらはど

うこういうつもりはありませんが、必要な手続は踏んでいただかないと違法

なことになりますし、法律論をやると、かえって会社の方が困られることに

なるかなと思いますので、先生がきちんと判断して進めていただければと思

います。」と回答があった。これを受けて、会社は、「（就業規則改訂の手続

について）やりなおしで、もう一回行う。（組合に）懸念があるようですし。」
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と発言し、これを受けて組合は、「迅速に進めることに私はいたずらに邪魔

するつもりはまったくありませんが、手続を踏んでいない点があれば、それ

は遠慮なく言わせていただくつもりですので、そこを踏まえて進めていただ

ければと。」と回答した。このやりとりから明らかであるが、組合は、会社

が就業規則改訂手続を早急に進めることについて、明確に同意したのである。

イ また、就業規則の内容の争点については十分に議論が尽くされていた。す

なわち、会社は第１回団交の前に、組合に新就業規則を開示、送付しており、

第１回団交後、組合から文書で質問を受け、第２回団交の前に文書で詳細に

回答した。これを踏まえ、第２回団交でも会社と組合の間で十分な議論が行

われた。特に大きな争点となっていた労働時間管理と給与規定の問題につい

ては、会社側から詳細な説明を行った。

労働時間管理については、会社は組合に、１時間当たり１５分の休憩を取

ること及びその時間管理は可能であること、そして、実際に洞爺湖及び登別

萬世閣においては、大幅な時間短縮及びその時間管理ができていることを説

明し、Ｐ執行副委員長の発言から組合も同様の認識であることが明白になっ

ていた。給与規定については、会社が、基本給その他の見直しを行うものの、

厳しい経営環境においても、これまで従業員が受け取っていた給与の額が減

らないように努め、退職金についても、これまでどおり支払うことを説明し

た。

以上のように、大きな争点については、事前に会社が提出した回答をもと

に、会社と組合双方の意見が十分に出され、必要十分な議論が行われた。

なお、組合は第２回団交後に、２月２３日付け通知書を送付し、質問して

いるが、新たな争点は全く記載されず、既に議論が尽くされていた事項につ

いて重複して行われたに過ぎず、その他の質問は、団体交渉の争点になると

は到底思えない、就業規則の文言の揚げ足を取るものや、質問の目的、趣旨

が不明なものがほとんどであった。

ウ 会社の就業規則改訂手続については、組合結成の件とはまったく別個に、

２０年６月から進めてきたものであり、本来であれば２０年１２月に室蘭労

働基準監督署（以下「労基署」という。）に提出する予定であった。しかし、

組合からの第１回団交の申入れを受けて、組合に配慮して急きょ提出を止め
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たのである。さらに、組合が、２０年１２月に会社が行った就業規則改訂手

続に疑義を述べたため、２１年２月１７日に、再度わざわざ就業規則改訂手

続を行ったもので、会社は、組合の意向を最大限尊重してきた。

エ 従業員は、従業員代表者選任に当たり、新就業規則及び１年単位の変形労

働時間制の内容について十分に説明を受け、その内容について熟知していた。

すなわち、会社は、２１年２月１７日に、代表者選任手続に先立って、従

業員に対して説明会を開催し、新就業規則の内容と３６協定、１年単位の変

形労働時間制について、要点をまとめた資料を配布して詳細に説明し、また、

質疑応答を受けている。これ以外にも、２０年１２月２２日に登別及び洞爺

湖萬世閣において、従業員を集めて新就業規則の内容の説明を行い、さらに

２１年１月以降に、従業員を数名ずつ集めて、個別に新就業規則の説明を行

っており、従業員の大多数は、新就業規則の内容について説明を受けていた。

したがって、従業員は、繰り返し会社から新就業規則の説明を受けており、

新就業規則の従業員の周知は徹底されていた。

オ 従業員代表者選任手続は、最も民主的な手続により行われており、全く会

社の影響を受けていない。２１年２月１７日に行われた代表者選出手続は、

従業員の挙手による多数決という最も民主的で公平な方法で行われ、社長を

はじめとする会社役員は、会場の外に出て、会社の影響力の全くない状況下

において実施されている。組合は社長の発言を歪曲し、従業員に圧力をかけ

たとしているが、会社が最良と考える労使協定案に「趣旨をご理解の上、是

非前向きに」という発言は極めて自然なもので、何ら従業員に圧力を加える

ものではない。

また、Ｏ常務が、司会者及び書記をＱ（以下「Ｑ」という。）とＲ（以下

「Ｒ」という。）に依頼しているが、代表者選任手続を実施するに際しては、

司会と書記が必要であるため、機械的に、進行してもらうために依頼したも

ので、議事録を見ても司会は淡々と進行を行っており、会社の意思はなんら

反映されていないことは明白である。

カ 以上のように、代表者選任手続は、最も民主的な方法で、かつ、わざわざ

会社の影響力が全くない状態で行われたのであるから、支配介入であるとの

組合主張は失当である。
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(4) 会社が、一律３万円の解決金を支給することと引き換えに、過去の未払い残

業代を放棄させたことについて（争点４）

時間外労働について現在はタイムカードで管理しているが、過去のものにつ

いては算定困難なため、会社は一定額を解決金として支払うことを提案したも

ので、会社提案に賛同した従業員が、署名、押印したものであり、署名、押印

は、従業員の自発的意思に基づく任意のもので、法第７条第３号の不当労働行

為には該当しない。また、解決金３万円の支給は、組合員と非組合員の差別な

く提案し、支給したもので、訴訟を提起すると明言していたＡに対しては、提

案しても無意味だったので提案を行わなかったもので、法第７条第１号の不当

労働行為には該当しない。

(5) 会社が、団体交渉継続中で組合が反対意見を述べていたにもかかわらず、就

業規則改訂のための代表者選任手続を強行し、就業規則を改訂したことは、不

誠実団交に該当するか否かについて（争点５）

ア これに係る主張は、上記(3)アないしオ記載のとおりである。

イ 会社と組合の間で、団体交渉において、大きな争点となっていた労働時間

管理と給与規定の問題については、事前に会社が提出した回答をもとに、双

方の意見が十分に出され、必要十分な議論が行われ、議論が尽くされていた。

そして、会社は組合の意向を尊重して、新就業規則の実施を中止するとと

もに、再度、就業規則改訂手続を実施しており、組合の意向を最大限尊重し

た。そもそも、組合は、会社が就業規則改訂手続を早急に行うことについて

明確に同意しており、会社は、この組合の同意を受けて早急に就業規則改訂

手続の実施を決定して行ったものである。しかも、このように就業規則改訂

手続を実施したのは、組合が、以前の就業規則改訂手続について疑義を述べ

たため、組合の意向どおりに、再度、就業規則改訂手続を厳格に実施したの

である。したがって、２１年２月１７日に実施された就業規則改訂手続が誠

実団体交渉義務に違反しないことは明白である。

(6) 会社が、Ｋの定年後の再雇用を拒否したのは、Ｋが組合員であることを故と

する不利益取扱いに該当するか否かについて（争点６）

２１年１０月１日に、会社はＫに再雇用しない旨を伝えたが、Ｋが会社に雇

用継続の希望を行ったのは、組合が１０月２日付け文書を会社に送付した時が
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初めてである。それ以前に、Ｋも組合も雇用継続を希望したことは一度もなか

った。

これに先立つ２１年７月末から８月はじめにかけて、Ｋの上司であるＦ調理

長がＫに対し、１１月に定年を迎えるが、退職についてどう考えているか確認

を求めた。この確認に際し、Ｋは１１月の定年をもって辞める旨を明確に回答

し、Ｋが主張する「会社が定年後に雇用してくれるのなら働きたいことを伝え

ました。」という発言は全くなかった。

Ｋは、定年後は会社を辞めて残らないという意思を明確に示し、かつ就業規

則で定める３か月前までに雇用継続の申入れを行わなかったことにより、再雇

用されなかったものである。就業規則は各ホテルに備え付けられており、Ｋも

出席した２１年２月１７日の説明会で明確に説明されており、組合に対しても、

同年１月９日から開示しており、同年１月と２月には組合からの質問に対し会

社は回答し、二度にわたる詳細なやり取りを行っており、組合もＫも就業規則

の内容を全く知らなかったというのは虚偽である。Ｋが組合員であることは、

Ｋの再雇用とは関係ない。

(7) Ａの顧問解任以前の萬世閣労働組合は、Ａが会社の利益代表者であることか

ら、労働組合法上の労働組合に該当するか否かについて（争点７）

２１年４月８日のＡの顧問職解任以前の萬世閣労働組合は、会社の利益代表

者であるＡが構成員となっていたのだから、Ａが顧問職を解かれるまで、萬世

閣労働組合は、法上の労働組合ではなかった。したがって、２１年４月８日以

前の会社の行為に関し、労働委員会の審査を受けることはできない。

第３ 当委員会の認定した事実

１ 当事者

(1) 組合は、被申立人会社の従業員及び同退職者を中心に、２０年１２月１３日

に結成され、組合員２０名で、室蘭地区労働組合総連合に加盟している。

(2) 会社は、虻田郡洞爺湖町洞爺湖温泉２１番地に本社を置き、温泉旅館業等を

営む株式会社で、札幌市、東京都港区、愛知県瀬戸市、大阪市に営業所を有し

て、洞爺湖萬世閣ホテルレイクサイドテラス（以下「洞爺湖萬世閣」という。）、

登別萬世閣、定山渓萬世閣ホテルミリオーネ（以下「定山渓萬世閣」という。）、
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旭岳萬世閣ホテルベアモンテ、旭岳ホテルディアバレーの各ホテルを経営して

おり、総従業員は、５４４名（平成１８年１２月１日現在）である。

２ Ａの組合活動について

(1) ２０年１２月１３日、洞爺湖町において萬世閣労働組合の結成大会が開催さ

れ、Ａが執行委員長に選出された。同月１９日、組合は、会社に組合結成通知

をするとともに、団交申入書、要求書等を送付した。団交申入事項は、「不当

労働行為は一切行わないこと」、「誠実に団体交渉を行い、労働条件の向上に

努めること」、「会社の解散、合併など経営主体の変更、組合員の解雇、配転

等に当たっては事前に組合と協議し、組合同意の上で実施すること」など基本

要求５項目と、具体的要求として「法に従って時間外手当、深夜作業手当、公

休出勤手当を支払い、今後、タイムレコーダーなどにより、適法、適正な労働

時間管理を行うこと」、「法に従って、職場で従業員がいつでも見られる場所

に就業規則を配置すること」、「就業規則どおりの休日を与えること」、「お客

様に安全、安心、快適なもてなしができる職場を実現するため、職員の心身の

健康を破壊するパワーハラスメントを職場から一掃すること」など４項目であ

った。 【甲２】

(2) 同月２２日、登別萬世閣において、会社は、就業規則変更のための代表者選

任手続を行ったが、これに際して、Ａは異議を述べた。

【甲２３、乙３０】

(3) ２１年１月７日、会社は、新就業規則を組合に送付した。１月９日、洞爺湖

萬世閣において、第１回団体交渉が開かれた。 【甲１１資料７、乙１６】

(4) 同月２６日、組合は、新就業規則案に対する疑義申入書を提出し、２月１２

日、会社から組合へ疑義申入書に対する回答及び手直しされた就業規則が送付

された。当該就業規則の付則には、「この規定は、平成２１年 月１６日か

ら実施する。」と記載され、実施予定時期は明示されていなかった。

【甲１１資料１０】

(5) ２月１６日、萬世閣札幌営業所において、第２回団体交渉が開催された。団

交では、労働時間管理と給与規定、及び未払い時間外手当の問題について議論

された。 【乙１７】
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団交終了後、会社から組合側弁護団代表のＮ弁護士あてに、翌２月１７日に、

代表者選任手続を登別萬世閣、洞爺湖萬世閣及び定山渓萬世閣において開催す

る旨を通知してきた。団交終了は午後１時ころ、通知の送付が同日午後３時過

ぎだった。 【甲１１資料１１】

２月１６日、組合及び弁護団は、直ちに代表者選任手続を中止するよう抗議

書を発した。抗議書の内容は、「団交で問題点について、２月２３日までに再

質問をすると、明言している。したがって、明日代表者手続を行うことは、組

合からの再質問を受けずに就業規則改訂手続を強行しようとすることで納得で

きない。」というものであった。 【甲１１資料１２、資料１３】

会社は抗議を無視し、予定どおり２月１７日、手続を強行し、就業規則を改

訂し、同日、改訂就業規則を実施した。

２月２０日、会社は、組合あてにこの抗議書に対する回答をした。その内容

は、就業規則については十分議論を進めたものと考えていること、これ以上就

業規則の改訂を延期して不安定な経営体制をとることは困難であること、団交

の場で会社から組合に早急に手続を進める旨話したことに対し、組合側から会

社が迅速に手続を進めることについて異議はない旨の返答を受けたこと、した

がって不誠実団交という指摘は当たらないというものであった。

【甲１１資料１５】

(6) ２月２３日、組合は、２月１７日に行われた代表者選任手続の撤回を求める

旨の要求書を送付するとともに、弁護団名で２月１６日に提案された就業規則

案への通知書を会社に送付した。 【甲１１資料１８、資料１７】

弁護団名による通知書には、１０項目の要請及び質問が記載され、その主な

内容は、今回の給与規定の改訂が、時間外手当の割増賃金を一切含んでいない

現行の基本給及び役付手当を、就業規則の変更により、基本給、諸手当及び割

増賃金の３項目に振り分けるもので、仮に労働者の賃金総額に変動がないとし

ても、個別に見るならば基本給及び役職手当の大幅な引き下げとなることが明

らかであること、にもかかわらず、労働者に対し、給与規定の変更による基本

給、諸手当及び割増賃金の具体的金額を説明せず、算出根拠等も説明を尽くし

ていないこと等から、就業規則の不利益変更において要求される協議・説明義

務を履行していないこと、したがって合理的理由のない不利益変更であり無効
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であるから、給与規定の変更を中止するよう要請するものであった。

【甲１１資料１７】

３月２日、会社は、組合からの２月２３日付け通知書に対し、２月２０日付

け回答と同旨を述べた上、２月１７日の代表者選出手続についても、会社側が

会場の外に出た後に、従業員自ら、民主的な方法により従業員代表者を選出し

ており、団交無視や組合無視などという組合主張は全く当たらない旨回答した。

【甲１１資料１９】

(7) ３月１２日、組合は、北海道労働委員会にあっせんを申請した。

同日、洞爺湖萬世閣の現職及び退職した従業員１５名が、訴訟を提起した。

【甲２６】

(8) ３月１６日、会社は、組合に対し、第２回団交における労使確認事項を無視

・破棄して訴訟を提起したことについて抗議した。内容は次のとおりであった。

「第１回団交で組合側は、組合員の時間外手当については、労使交渉の場で

解決したい旨要望し、組合員の労働時間について管理台帳で的確に把握してお

り、管理台帳を会社に提出して具体的金額を請求すると述べたが、第２回団交

では、同管理台帳の内容の信憑性に疑いがある事実が認められ指摘したところ、

今後組合は客観的なデータに基づき会社に具体的金額を請求したい、客観的資

料に基づく労働時間の詰めが必要で、労使交渉の場においてできる限り詰めた

いと述べたことなどをあげ、訴訟提起は、交渉ルールを無視し信義に反する行

為である。」として組合に抗議した。 【甲１１資料２０】

これに対し、３月１７日、組合から会社に、次のとおり回答した。これまで

の団交は、主に未払い時間外手当と就業規則の改訂問題であったこと、後者に

ついて２月１６日の第２回団交の翌日、２月１７日に組合からの中止申入れに

もかかわらず、就業規則等改訂のための代表者選任手続を強行したのは、会社

には組合の申入れに対し、誠実に対応しようとする意思はないものと判断して

提訴したとし、提訴に至った原因は会社の不誠実な交渉態度による旨の回答を

した。 【甲１１資料２１】

(9) ３月１８日、組合は、①会社による不当労働行為、②パワハラ問題ほか職場

の安全・衛生問題を交渉事項として、会社に団交申入れを行うとともに、スト

ライキ通告書を発した。 【甲１１資料２２、資料２３】
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(10) ３月１９日、会社は、組合へ２月２３日付け通知書の回答を行った。主な内

容は次のとおりであった。「これまで会社では、基本給と諸手当、割増賃金が

明確に区別されて支払われていなかったことを改め、これまで行われていた給

与体系を明確にしたものであって、従業員に不利益を与えるものでないこと、

現在の経済状況を加味すれば人員整理等行ってしかるべきところ会社としては

従業員の生活を守ることを第一に考え、賃下げを行わない方針のもと給与体系

を整理したものであること、就業規則の内容については、従業員にこれまで十

分に説明を行っており、合理的理由のない不利益変更にはあたらない。」

【甲１１資料２４】

(11) ３月２３日、会社は、組合に対し、３月１８日付けの団交申入書等に対する

回答を行った。 【甲１１資料２５】

(12) ３月２５日、会社は、組合のストライキ実施通告等について抗議書を発した。

これに対し、３月２６日、組合は会社へ回答書を発した。

【甲１１資料２６，資料２７】

(13) ４月１日、洞爺湖萬世閣において、第３回団体交渉が開催され、組合の要求

書を会社に渡した。要求書の内容は、非常用電源設備を直ちに修理すること、

未払い時間外手当を速やかに支払うこと、会社経営の刷新を求めること等であ

った。 【甲１１資料２８、乙１８】

(14) 同日、組合は、消防設備に係るビラを配布した。 【乙１、甲１４】

(15) ４月８日、組合からの４月１日付けの要求書に対する会社からの回答が出さ

れるとともに、会社は、組合のＳ特別執行委員が団交中にＢ社長を非常用電源

設備に関連して犯罪者呼ばわりした発言に対し、撤回と謝罪を求めた。

これに対し、４月１３日、組合は発言を撤回する謝罪文を出すとともに、会

社回答に対する組合の主張を回答した。

【甲１１資料２９、資料３０、資料３１】

３ 社長の威嚇発言について（争点１－①）

(1) 組合結成通知直後の２０年１２月２２日に開催された、就業規則変更のため

の社員集会において、従業員代表者選出後、代表者以外の従業員は会場から出

て行きはじめた。その後、Ｏ常務が代表者５、６名から就業規則についての意
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見聴取の最中に、Ａが戻ってきて、代表者に「ちゃんと確かめないでサインを

しないのはいいのか。」などと発言してきた。Ｏ常務はＡに、「意見があるな

ら、さっき質疑応答の機会に言えばよかったのではないか。」と発言した。や

りとりを聞いていた社長がＡに、「どのように思おうと自由であるが、正式な

手続を踏んでいるのだから、手続を妨害するんじゃない。」と発言した。社長

の発言は、従業員の多くが説明会場から出た後に行われたもので、従業員全員

の前ではなかった。

(2) 社員集会において、異議を申し立てたＡに、Ｂ社長が「誰に知恵をつけられ

たんだ。」と発言したという事実を裏付ける証拠は提出されなかった。

４ 会社がファクシミリにより支配人らに指示をしたことについて（争点１－②）

２０年１２月２４日、会社は、洞爺湖萬世閣及び登別萬世閣の各支配人らに、

次のような内容のファクシミリを送った。「当社顧問弁護士から、組合員名簿が

出ていないので話をしてもよい、と了解済み。」とした上で、Ａ、Ｌ、Ｍを除く

調理と客室係全員、及び登別萬世閣のフロント数人に対し、話をするよう指示し、

会話内容として、「組合を作る理由に、昨今辞めた人間に不当解雇があった、退

職金の不払いがあった等言っているが、そのような実態はない。」、「時間外につ

いては、計算根拠がはっきりしない、弁護士同士の話し合いを待って結論を出す

考えです。」、「一番大事なことは、お客様に迷惑をかけることです。しっかり勤

務しましょう。」、「あなたではないが、あなたの周りに間違ったことを考えたり、

若者を巻き込んだりする人がいたら諭してください。」と記載されていた。

また、注意点として、「話にのってこなかったり、下を向いたりする者には、

しつこく絡まないこと。記録しておくこと。」、「会話をしたメンバーの印象を控

えておくこと。」と記載されていた。 【甲３】

この指示を受けて、２１年１月７日、Ｔ役員は、洞爺湖萬世閣のメイドら一人

ひとりと、面談した。 【審問⑤Ｐ証言、甲４０、甲４１の１】

５ Ｃ調理長が訴えの取下げ等を求めた発言、及び会社が組合脱退手続等を教示し

たことについて （争点１－③）

(1) ２１年３月１２日、組合員のうち１５名は、会社及び社長を被告として訴訟
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を提起した。同月１６日、洞爺湖萬世閣のＣ調理長は、部下のＤを呼び、訴訟

を取り下げるよう求めた。翌日１７日には、Ｃ調理長は、部下のＥに、「会社

とけんかをしない方がいいのではないか」等の趣旨の発言をし、訴訟の取下げ

を求めた。 【甲１１資料２９】

なお、Ｃ調理長は、組合脱退の働きかけについて証言では否定したが、その

証言は、全般に信用性に欠けるものであり、当該働きかけが行われたころ、Ｄ

とＥは、訴訟取下げと同時期に組合を脱退したと認められる。

【審問調書②Ｃ証言、乙３８、甲８、甲９，甲４８】

(2) Ｃ調理長は、２０年暮れの組合結成大会に参加していた。Ｃ調理長は、組合

結成大会の最後まで出席し、Ｄ及びＥについても最後まで出席していたことを

知っていた。 【審問調書②Ｃ証言】

Ｃ調理長は、洞爺湖萬世閣の調理部門の労務管理、人事管理等を行う責任者

であり、２１年４月１日の第３回団交において経営側に名を連ねていた。

【乙１１、乙１８】

(3) Ｆ調理長は、登別萬世閣の調理部門の労務管理、人事管理等を行う責任者で

あり、部下のＧ組合員、Ｈ組合員、Ｉ組合員（以下「Ｉ」という。）、Ｊ組合

員（以下「Ｊ」という。）、Ｋ組合員らの問い合わせに対し、Ｏ常務から教え

られた組合脱退の書式を教示した。

【審問調書③Ｆ証言、甲４８、審問調書②Ｏ証言】

(4) ２１年３月２７日から４月２１日にかけて、提訴した現職従業員１２名の内、

５名（Ｕ・Ｌ・Ｖ・Ｅ・Ｄ）が訴訟取下げ希望である旨のほぼ統一した書式の

文書を提出した。また、２１年３月２７日から４月１５日にかけて、上記組合

員５名が、ほぼ同一の文言を記載した組合脱退の書面を組合に提出した。

【甲５ないし甲１０、甲４８】

６ Ａの降格及び顧問職が会社の利益代表者か否かについて（争点２及び争点７）

(1) Ａは、登別萬世閣の調理長であったが、平成１９年Ｆが同調理長に任命され

た際、顧問職に命じられた。顧問職は、就業規則に明示されていない職であり、

Ｂ社長の命により創設されたものである。 【争いのない事実】

顧問職の職務内容は、調理長に対する助言、補佐であると会社は主張するが
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明示されたものはなく、調理長代理という表現も、Ｂ社長の証言で初めてなさ

れるなど、判然としない。

(2) 会社は、Ａの顧問職について、経営会議に出席したことにより経営機密に触

れる立場にあったこと、また、調理員の面接を単独で行ったことがあり人事権

限を有していたと主張している。しかし、Ａが１回出席したという経営会議で

経営上の機密事項と言えるほどの内容が議論されていたとの証拠は提出されな

かった。因みに、調理人の採用については、最終的には社長が面接した上で決

定している。 【審問調書④Ｂ陳述】

(3) Ａの顧問職の職務内容に関し、２月１２日付けで、組合の適法性に関連して、

会社から組合へ、「この顧問の職務の内容は、調理長が会社の方針に則って行

う調理部における採用などの人事、予算の執行等の調理部の運営に対して助言、

補助を行うことであり、顧問という役職は会社との信頼関係の上に成り立って

います。かかる顧問の役職にあるＡ氏は、会社の利益代表者の地位にあるもの

と考えます。」と通知されている。 【甲１１資料１０】

これに対し、２月２３日付けで、組合は会社に対し、Ａが実質的に会社の利

益代表者には該当しないこと、Ａが会社経営に関与しておらず、今後も会社側

の経営会議等に出席する立場にもないことから、Ａの労働者性に問題はないこ

と等を回答している。 【甲１１資料１６】

(4) 組合設立後、Ａの降格解任まで、会社から本人に対して、組合活動が顧問の

職務に違反しているという警告等は行われておらず、組合に対しても２月に疑

義を示した文書を送付し、組合から利益代表にならないとの回答後、何ら警告

等も行われていない。

(5) 会社は、２１年４月１日、登別萬世閣において次のような職制の見直しが行

われたと主張している。

①客室係と接客係の統合

②予約係とフロント係兼務の役職を新設

③登別萬世閣支配人を札幌事務所駐在登別萬世閣営業担当支配人に変更

④調理の分担を洋食と和食に分割

(6) 同年４月８日、Ａは、会社から社長室に呼び出され、顧問職を解任された。

Ｂ社長、Ｏ常務、Ｆ調理長らが同席し、Ｏ常務から、「顧問職というのは、社
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長との信頼関係の上に成り立っているわけで、今、社長解任を訴えているＡさ

んとはこの信頼関係が成り立たない。故に顧問職を解任します。」と通告され

た。 【甲２４】

(7) Ａは、顧問職を解かれたことにより、顧問職としての手当がカットされ、賃

金の総支給額が減少した。Ａの顧問職の手当は、従前３万円であったが、解任

当時の額は、１万５千円であった。

【乙３１の１、甲２２、審問調書①Ａ陳述】

(8) なお、会社においては、社長の意向により、明確でない理由により、降格・

減給等が行われていたことが窺える。

【審問調書①Ａ陳述、審問調書⑤Ｐ証言】

７ 就業規則改訂について（争点３及び争点５）

(1) ２１年１月７日、会社は、組合に新就業規則案を送付した。就業規則改訂の

主要な点は、変形労働時間制の施行及び給与規定の改訂であった。１月９日、

第１回団体交渉を行い、同月２６日、組合は、会社へ新就業規則案への疑義申

入書を送付し、２月１２日、会社から組合へ、これに対する回答と手直しされ

た就業規則が送付された。

この１月２６日付けの疑義申入書において、組合は、給与規定について、そ

れまでの基本給及び役付手当が、基本給と諸手当及び割増賃金の３つの項目に

振り替えただけで、基本給の大幅な減額になるということから、これは明らか

な不利益変更に当たるといった問題点を指摘し、その撤回を求めた。

これに対する２月１２日付けの会社の回答は、「これまで会社では、基本給

と諸手当、割増賃金が明確に区別されて支払っていなかったことを改め、これ

まで行われていた給与体系を明確にしたものであって、従業員に不利益を与え

るものではない。現在の経済状況を加味すれば、人員整理、賃金カット、ワー

クシェアリング等を行ってしかるべきなのですが、会社としては、従業員の生

活を守ることを第一に考え、賃下げを行わない方針の下、給与体系を整理した。

基本給の基準としては十分に具体的であると考える。賞与については業績に応

じて支払う。退職金については、従来通り支払う。職務手当については、一般

的にいわれている時間外手当の定額払いの性格をもつもので、各人ごとに設定
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するのは、個人の能力及び業務形態により算定する。時間外手当の定額払いは

適法である。」等であった。 【甲１１資料９、資料１０、甲２３】

(2) ２月１６日、第２回団体交渉が行われた。団交で重要な争点になったのは、

変形労働時間制と、給与規定の見直しであった。この団交の席で、会社は「就

業規則の改訂手続については、もう早急に進める。」と発言し、これを受けて、

組合は、「会社の経営判断上、早急にしたいということ自体については、どう

こういうつもりはありませんが、必要な手続は踏んでいただかないと違法なこ

とになりますし、法律論をやると会社の方が困る事になると思うので、先生が

きちんに判断して進めていただければと思います。」と回答した。

それを受けて会社から組合へ、「(就業規則改訂の手続について)やりなおし

で、もう一回行う。（組合に）懸念があるようですし。」と発言した。これを

受けて、組合は、「迅速に進めることに私はいたずらに邪魔するつもりは全く

ありませんが、手続を踏んでいない点があれば、それは遠慮なく意見を言わせ

ていただくつもりですので、そこを踏まえて進めていただければ。」と回答し

た。

この団交中、組合は、改訂後の就業規則案の問題点について、翌週中に、再

度質問書を提出する旨述べたところ、会社からは特に異議はなかった。

【乙１７】

(3) ２月１７日、会社は、就業規則改訂等の代表者選任手続を行った。会社は、

これに先立ち、従業員へ新就業規則の説明会を開催した。

この説明会で、会社は、就業規則そのものは配布はしなかったが、新旧規則

の重要な変更点は、１年単位の変形労働時間制の採用と給与規定の変更であっ

たため、この２点について重点的に説明を行うため、要点をまとめた資料を配

布した。配布資料（乙２４号証及び乙３４号証）には、変形労働時間制に関連

する第２０条、第２１条、第２２条については、就業規則の文言そのものを記

載し、給与規定の改訂については第２条の図をそのまま引用した。

そして、変形労働時間制の採用と給与規定の変更について、会社は、「所定

労働時間を繁閑期で変動させても業務上、時間外労働が発生する可能性があり

ます。そこで、給与に予め時間外労働分を含んでお支払いすることにいたしま

した。給与支給総額は、現在の給与額と変わらないように見えますが、実際の
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時間外が見込んだ時間外よりも少なかった場合でも、会社に返していただく必

要はありません。これは就業規則の給与規定に記載されています。言い方を変

えれば、この新しい制度をしっかり実行することにより従業員個人の労働時間

数が短くなっても、現在の給与を下回ることはありません。」などと説明した。

【乙１５、乙２４、乙３４】

(4) 同日の登別萬世閣における代表者選任手続に先立つ従業員説明会では、Ｏ常

務らが、変形労働時間制を採用した就業規則や、選任する予定の労働者代表者

と締結する変形労働時間制の協定届出及び時間外労働・休日労働の届出につい

て説明した。説明に対して、Ａは、残業手当や、退職金について質問し、会社

から回答された。

つづいて、Ｏ常務が代表者選任手続に係る司会者と書記を提案し、Ｑ及びＲ

を指名し、前に出させた。そして、社長が、当日の代表者選任手続に至った経

緯や、決定に向けて挙手をとることを話し、終わりに「是非皆様の職場の改善

と、働きながらも自分の生活や、自分の時間を守ろうとする皆様のために、一

定の効果、あるいはいい結果になるのではないかと思っております。」、「趣旨

を理解の上、是非前向きに、必ずやいい結果になるということを皆様自分の努

力とともに信じてですね、よろしく。」等とあいさつした。

この後、Ｏ常務は、「それでは、ＱさんとＲさん、よろしくお願いいたしま

す。」と発言した。その際に、Ａは挙手ではなく無記名投票を提案した。それ

に対し、社長が、「それは基本的には私たちが決めることではないのだけれど

も、ですから司会者が議事進行する中で、今の意見なのか同意なのかよくわか

りませんが、進行の中で検討。ただ基本的に、私がここにいると反対しにくい

なというのは分かりますけど、基本的にみんないなくなりますから、それは私

の考えとしては、一般的に行われているのはどこも挙手なんです。無記名投票

というのは聞いたことがない。したがって、通常のやり方でいいのではないか

と思いますけど、それも皆様のご決議にゆだねられればいいのだと、基本的に

は皆様の問題。」と発言した。

これを受けて、Ｏ常務らが、自分たちは退出するが、必要があれば説明に来

る旨発言した。会社側が退出後、Ｑの司会で代表者選任手続に入った。

代表者を決めるに当たり、立候補者は予約のＷ（以下「Ｗ」という。）と調
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理のＺが立候補した。挙手による選出の結果、Ｗが代表者に選ばれた。そして、

Ｗが司会者となり、新就業規則・３６協定・変形労働時間制について、従業員

から意見をきいた。

なお、Ｏ常務は、説明の冒頭、「就業規則は労働者の皆様がいつでも見られ

るところに提示備え付けなければならない、という法律があります。今回各事

業所にいつでも皆さんが見られる場所に就業規則については備え付けて参りた

いというふうに思っております。」と発言した。 【甲１２、乙１９】

(5) 同日、就業規則は改訂され、会社は、２月１７日から、改訂就業規則を実施

した。

(6) 上記で認定したとおり、２１年２月１６日の第２回団交で、組合は２月２３

日までに再質問をすると通告したにもかかわらず、会社は２月１７日に改訂の

ための代表者選任手続を行い、就業規則を改訂し、同日、改訂就業規則を実施

した。 【乙２ないし乙７】

なお、会社が就業規則の改訂を急いだのは、不安定な経営リスクをとるわけ

にいかないという理由だったが、その意味するところは、Ｏ証言によれば、そ

のままでは残業代の支払いが膨らむためであるということであった。

【審問調書②Ｏ証言】

組合は２月２３日付け通知書で、改訂の主要点を含む質問をしたのに対し、

会社の回答は、従前とほとんど変わりないものに終始した。（上記２の(6)及

び(10)）

これに関し、調理部の労務管理に責任を持つとされるＦ調理長でさえ、度々

従業員説明会へ出席していても、就業規則の主な改訂点である給与規定の変更

と変形労働時間制について十分理解しているとは認められなかった。

【審問調書③Ｆ証言】

８ 合意書への署名働きかけについて（争点４）

(1) ２１年５月１４日、登別萬世閣において、会社は、Ａ以外の従業員を集めて

社員集会を開催した。翌日には、訴訟の第１回期日が予定されていた。

当該訴訟の訴状の中で、登別萬世閣の従業員も近く訴えを提起すると主張し

ていた。 【乙２２、甲２６】
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(2) 社員集会において、会社は、会社の時間管理が不十分であったことを反省す

るが、現場責任者の時間管理の不十分さやルーズさにも大きな原因があると述

べた。そして、過去の時間外労働については一定額を解決金として支払うこと

を提案し、従前の時間外労働に関する手当の請求権を放棄する文言を含む合意

書に署名及び捺印か拇印をしてほしいと述べた。

一定額の解決金を支払って解決を図ることについて、会社は労基署に相談し

ていたと主張しているが、その内容については認定に足りる証拠は提出されな

かった。 【審問調書②Ｏ証言、乙１４】

(3) この会社提案に応じた登別萬世閣、洞爺湖萬世閣及び定山渓萬世閣の従業員

は、署名、押印し、その場で３万円を受け取った。会社が解決金の支給を提案

したのは、支配人・調理長を除き２０年８月３１日までに入社した社員で、２

１年１月３１日に社員として在職中の者に対してであった。会社は、組合員を

含む１５５名に提案し、提案に応じた従業員は、組合員を含む１５３名（うち

登別萬世閣３８名、洞爺湖萬世閣４７名、定山渓萬世閣６８名）であった。

【乙２７、乙４６，乙６０】

(4) これに先立つ２０年１０月、労基署が洞爺湖萬世閣及び登別萬世閣に調査に

入ったが、労基署も過去の時間外労働の実態について把握できなかった。

乙主張書面１では、会社は、勤務開始時間、終了時間、中抜け時間、早退、

遅刻について正しい記録がないこと等から、管理が不十分な点についての謝罪

を込めて、解決金をもって解決することで、従業員に理解を求めることとし、

金額については、従業員の雇用の確保、生活レベルの維持等、様々な要素を考

慮して解決金の金額を３万円に決めたと主張した。

乙主張書面２では、会社は、２１年２月１９日からタイムカードを導入して

いるが、３月度（平成２１年２月１９日～３月１５日）と４月度（平成２１年

３月１６日～４月１５日）の従業員の勤務時間をみると、大半の従業員におい

て残業時間が生じていないことが判明したことも、金額を３万円とした判断材

料だったと主張した。 【乙２３】

(5) なお、３万円の根拠について、会社は、残業代としては考えておらず、会社

の労務管理が不十分であることに関するおわびの意味であるとしたり、残業代

の実態をタイムカードで調査した結果からなどとしたり、その都度主張を変え
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ているが、調査したとされる残業時間は閑散期のデータであった。

【審問調書④Ｂ陳述】

９ Ｋの再雇用拒否について（争点６）

(1) ２１年１０月１日、登別萬世閣において、会社は、Ｋを会議室に呼び出し、

改訂された就業規則上、退職予定者が再雇用を求める場合は、定年予定日の３

か月前までに、会社に再雇用を希望する意思を表明しなければならないのに、

Ｋがこれを行わなかったことを理由に、再雇用しない旨を伝えた。

【甲１９，甲２０】

(2) ２１年７月末から８月はじめにかけて、ＫとＦ調理長が面談した際に、Ｋは、

「社長が辞めれというなら辞める。」との発言をする一方、定年後も働きたい

との趣旨の発言をしており、Ｋが経済的理由から本来なら再雇用を望んでいる

ことを、Ｆ調理長は認識していた。

【審問調書③Ｆ証言、Ｋ証言】

(3) そして結局、Ｋからは、就業規則で定められた定年予定日３か月前までの再

雇用の希望の表明はなかった。Ｋが、経済的理由から本来なら再雇用を望んで

いることを、Ｆ調理長は知っていたにもかかわらず、会社はＫに対し、定年予

定日３か月前までの申出がなかったものとして再雇用はしない旨の通知を行っ

た事実は明らかである。 【審問調書③Ｆ証言】

(4) ２１年２月１７日から、会社は就業規則を改訂し、同日以降、就業規則を登

別萬世閣の事務所に据え置き、従業員は閲覧ができる状態になっていた。この

ことは、これに先立つ同日の説明会で説明されていた。

この就業規則は、２１年１月７日に会社から組合へ送付されている。これに

対し、１月２６日に組合は、就業規則の周知方法を明らかにされたいとの疑義

申入れを行い、会社は、２月１２日付け文書で、就業規則を常時総務部の見や

すい場所に備え付けて従業員に周知し、その旨就業規則第６条で明示すると回

答している。 【甲１１資料７、資料９、資料１０、乙４、乙１１】

そして、２月１７日の説明会では、Ｏ常務が「就業規則は労働者の皆様がい

つでも見られるところに提示備え付けなければならないという法律がありま

す。今回各事業所にいつでも皆さんがみられる場所に就業規則については備え
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付けて参りたいというふうに思っております。」と発言している。 【甲１２】

なお、従前の就業規則には、再雇用の規定はなく、この改訂就業規則におい

て初めて、高年齢者雇用安定法の改正に基づく再雇用に係る規定が設けられた。

【乙４、乙９】

(5) この就業規則の第５７条は、次のように規定されている。

「社員の定年は満６０才とし、定年年齢に達した日の直後の賃金締め切り日を

もって退職とする。

② 前項に関わらず、定年以降も引き続き勤務を希望する者は定年予定日の

３か月前までに会社に申し出るものとし、会社は労使協定で定める次の各

号の基準または条件を満たす者については、満６５才に達するまでの間、

１年契約の更新制とし定年退職後引き続き再雇用する。

１ 直近の健康診断の結果、就業上支障がないこと。かつ、勤務に支障

がない健康状態であること。ただし、会社は、必要に応じ会社の指定

する病院の診断書を提出させることがある。

２ 過去５年間に本規則第３８条による制裁の減給以上の処分を受けた

ことがないこと。

３ 在籍出向を含む職場の配置転換・短時間勤務に応じられること。

③ 第２項による継続雇用について、会社は当該社員の予定年月日の２か月

前までに同項の基準等の事実を本人に開示し、賃金等を提示して再雇用の

可否を本人に通知する。

④ 以下省略 」となっている。 【甲１１資料７、乙４】

(6) 就業規則の周知については、組合及び組合員へは事前に送付され、団交の対

象としていたので、少なくとも一般の従業員より再雇用に関する手続内容につ

いても知りうる立場にあった。そして、２１年２月１７日から、就業規則は登

別萬世閣の事務室に置かれ、従業員は閲覧でき、このことは同日の説明会で従

業員に説明されていた。

しかし、上記７の(3)で認定したとおり、その説明内容は、変形労働時間制

と給与規定の変更に限られたもので、就業規則の内容すべてを説明したわけで

はなく、配布された資料も就業規則そのものではなく上記２項目に限定された

ものであり、再雇用に係る規定については説明されていない。
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(7) ２１年８月２４日、組合は、団交を申し入れ、３項目の交渉要求事項のうち

１項目は、定年後の継続雇用制度についてであった。同月３１日、会社は、上

記項目につき、具体的に質問するよう求め、それにより文書回答とするか団交

とするか回答するとした。９月１日、組合は、再度団交を要求し、９月１５日

団交が開催され、その中で、組合は、改訂就業規則の再雇用の規定について、

「こちらの組合員にも今年の秋に定年、６０才を迎える者がおります。」とし

た上で、改訂就業規則第５７条の③の内容を問題とし、今後労使協議を進める

ということで、この項目に係る交渉は終了した。

そして、会社は、上記団体交渉において、定年後の再雇用条件について協議

の申出があった後に、Ｋに再雇用しない旨の通知をした。

【甲１３、甲１４、甲１５、甲１６、甲１７、甲１９、甲２０】

(8) 就業規則の改訂以降、会社においてＫ以外に定年になった従業員の再雇用状

況については、３名の従業員が定年退職したが、１年契約の嘱託として会社に

勤務している。２２年１月に定年を迎えた別の１名は、本人から継続雇用を希

望しない意向を示したため、会社は継続雇用しないことを決定している。

【甲２０】

上記再雇用された３名の従業員が、再雇用に際して、改訂就業規則の規定に

則り、定年の３か月前までに再雇用を希望する旨を会社に申し出ていたかどう

かについて、会社は、定年を迎える者に対し、会社から再雇用を求める意思を

確認するルールは定めておらず、上記規定を個別に周知させる方法はとってい

なかったので、明らかになっていない。 【審問調書②Ｏ証言】

(9) Ｋは、設立当初から組合員であったが、２１年４月以降、組合や訴訟をやめ

る意向をＦ調理長に話して、組合脱退届の書式をもらい、４月２９日には、組

合を脱退した他の従業員数名とともにＢ社長と面談した。しかし、その後Ｋは、

組合加入を継続し、訴訟も取下げをしないこととした。

【審問調書③Ｋ証言】

第４ 当委員会の判断

はじめに、会社は、会社の利益代表者が加わる労働組合は、法で保護される労

働組合ではない、そして、Ａは、調理部の顧問職として、会社の利益代表者であ
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ったから、Ａの顧問解任以前の萬世閣労働組合は、法で認められている不当労働

行為の救済を申し立てる資格はなく、解任のあった２１年４月８日以前の会社の

行為について、萬世閣労働組合は、労働委員会における不当労働行為救済の審査

を受けることはできないと主張するから、まず、この主張の当否について判断す

る。

１ Ａの顧問解任以前の萬世閣労働組合は、Ａが会社の利益代表者であることから、

労働組合法上の労働組合に該当するか否かについて（争点７）

(1) 法第５条第１項の規定は、法第２条の要件を満たさない組合は、労働委員会

の救済を受けることはできないと解することが相当である。したがって、使用

者の利益代表が加入しているために、法上の労働組合の要件を満たさないとさ

れる労働組合は、労働委員会による救済を申し立てる資格がない。

(2) 法第２条第１号ただし書は、使用者の利益代表として、①役員、②雇入・解

雇・昇進・異動等に関して直接の権限をもつ監督的地位にある労働者、③労働

関係についての計画・方針に関する機密事項に接し、その職務上の義務・責任

が組合員としての誠意・責任に直接に抵触する監督的地位にある労働者、④そ

の他使用者の利益を代表する者などを挙げている。

(3) 「会社の利益代表者」の解釈基準については、これらの者の加入によって、

当該労働組合の自主性が確保されるか否かにより実質的に判断されるべきで、

上記法第２条第１号ただし書の規定は、単に自主独立性が欠ける場合を例示的

に挙げたものにすぎないと解すべきであり、かつ、この規定は、使用者の利益

を守るためのものではない。

(4) 会社は、Ａが、顧問として、登別萬世閣において、月に１～２回、社長、支

配人、調理長、予約担当の責任者が各ホテルの売上、予算の執行状況及び人事、

労務上の問題点について話し合う会議にも参加して、会社の機密事項に接し、

調理長に対して、調理部門の労務管理、人事管理、調理人の昇給、降格につい

て助言する立場にあったと主張する。しかし、前記第３の６の(2)で事実認定

したとおり、当該顧問職の職務内容・権限が不明確な上、Ａが、人事・労務管

理及び経営上の機密事項を扱ったり、直接的な人事権限をもっていたと認める

に足る証拠は提出されなかった。Ａが経営会議に一度出席したり、調理人は社

長が面接して採用決定するとされているのに、Ａが調理人の採用面接を単独で
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したことが一度あったとしても、それによりＡが会社の人事・労務管理及び経

営の機密を扱う立場であった、あるいは直接の人事権限を持っていたとは認め

られない。

(5) 会社においては、支配人や調理長でさえ、明確でない理由で減給や降職など

が行われていることが証言から窺われる中で、Ａの顧問職は、人事・労務管理

及び経営上の機密事項を扱ったり、経営上の機密を扱ったり、直接的な人事権

限をもっていたとは認められないから、使用者の利益代表には該当せず、萬世

閣労働組合は、法第２条及び第５条の要件を満たしているので、Ａの解任以前

から法上の労働組合として、労働委員会による不当労働行為の救済を申し立て

ることができる労働組合である。

(6) そうすると、Ａが解任される以前の萬世閣労働組合は、法の保護を与えられ

る労働組合ではないという会社の主張は採用することはできず、したがって、

Ａの解任以前の会社の行為について、労働委員会による不当労働行為の救済を

申し立て審査を受けることはできないとする会社主張も採用できない。

以下、争点１から順に当委員会の判断を行う。

２ 社長の威嚇発言について（争点１－①）

(1) 一般的にいえば、使用者が労働組合のあり方について一般的な見解を述べる

ことが直ちに否定的に評価されるべきものではないが、現実には従属的な労働

関係を背景になされる使用者の発言は従業員に与える影響が大きく、その内容

によっては、労働組合の運営に少なからぬ影響を与えるものとなる。

(2) 組合に対する使用者の発言が不当労働行為に該当するかどうかは、発言の内

容、手段、方法、時期、発言者の地位、身分、発言の与える影響などを総合し

て判断し、当該発言が組合員に対し威嚇的効果を与え、組合の組織、運営に影

響を及ぼすような場合は支配介入になると解する。

(3) 前記第３の３の(1)で認定した社長の発言について、会社は、就業規則変更

手続に対する妨害を行っていたＡに対し、職務上の注意を行ったもので、かか

る注意は業務上の正当行為であって、不当労働行為には該当しないものである

と主張する。
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(4) 組合は、従前の就業規則を従業員に周知しておらず、変更案も十分に説明も

せずに従業員代表者からの意見聴取手続を強行しようとする会社に対して、当

然の抗議を表明したＡの発言に、Ｂ社長本人が威嚇をしたとして、組合活動へ

の支配介入であると主張する。

(5) そこで、上記(2)の見地から、本件における会社側の言動を判断すると、前

記第３の３の(1)及び(2)で認定したとおり、発言が行われたのが労働組合結成

から間もない時期であるという状況を考慮しても、Ｏ常務の「意見があるなら、

さっき質疑応答の機会に言えばよかったのではないか。」という発言、社長の

「どのように思おうと自由であるが、正式な手続を踏んでいるのだから、手続

を妨害するんじゃない。」という発言それ自体を、組合への威嚇ないし組合蔑

視の発言と認めることはできず、法第７条第３号の不当労働行為には該当しな

い。

３ ファクシミリによる支配人らへの指示について（争点１－②）

(1) 労働組合が使用者の干渉から自由に内部運営をなしうることは、団結権の中

核的内容をなすので、労働組合への自治的領域への使用者の介入は、当然に支

配介入になり、役員選挙への妨害や、組合からの脱退勧奨などはもちろんのこ

と、さらには、組合情報の収集、組合加入状況の調査なども不当労働行為とな

り得る。

(2) 本件においては、上記第３の４に認定したとおり、本件ファクシミリの指示

は、２０年１２月２４日に行われており、１２月１９日の組合結成通知の直後

の時期に出されたものであることが認められる。

(3) このファクシミリは、支配人・調理長らに、「組合を作る理由に、昨今辞め

た人間に不当解雇があった、退職金の不払いがあった等言っているが、そのよ

うな実態はない。」と説明するよう指示を出している。組合が主張する事実が

虚偽であると説明することは、組合活動を批判することになる上、「あなたの

周りに間違ったことを考えたり、若者を巻き込んだりする人がいたら諭してく

ださい。」という指示にある「間違ったこと」が会社主張のとおり、不当解雇

や退職金不払いがないことを指すのであれば、同文言は、組合活動を行う者を

対象として「諭してください」と述べていると解するのが自然である。少なく
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とも、間接的に組合の活動内容に間違いがあると批判し、それを各支配人らが

諭すよう指示している。

(4) さらに、このファクシミリには、注意書として「会話をしたメンバーの印象

を控えておくこと。」及び「話にのってこなかったり、下を向いたりする者に

はしつこく絡まないこと。記録しておくこと。」と記載されており、会社は、

会社側説明に対する従業員の反応等を記録するよう支配人や調理長に指示を出

していることが認められる。これについては、会社が主張するように、このフ

ァクシミリが単に「でたらめな話をする者に対して、事実を正確に述べて、必

要であれば訂正を行うように。」という趣旨であるならば、こうした従業員の

反応を記録するよう指示を出す必要はないと解釈され、むしろ、組合活動内容

に間違いがあると諭した際の従業員の反応等を記録して、組合員か否かもしく

は組合活動に賛同する姿勢があるか否かを判別しようとの意図が窺える。

(5) なお、このファクシミリには、会社が話をする相手として、組合の設立趣意

書で組合員であることが判明している３名（Ａ、Ｌ、Ｍ）を除くとされており、

ファクシミリにある「当社顧問弁護士から、組合員名簿が出ていないので話を

してもよいと了解済み。」という記載とあわせ、会社においても、従業員が間

違った事実の認識をしないように注意するにしても、組合員に対し組合活動の

なかで組合が主張する事実について会社が虚偽であると組合員に説明すること

は、組合運営への支配介入になると認識していたことが窺える。

(6) 上記のとおり、特に組合結成直後の時期に、会社が、支配人らに、組合主張

に関する事実が虚偽であることなどについて、従業員に直接話をし、その反応

等を記録し、さらに周りの者に間違ったことを考えたりする者がいたら諭すよ

うに指示をし、これを受けて役員が個々の従業員と面談したことは、組合員へ

の圧力となり組合への支配介入に当たる。

したがって、本件ファクシミリの送付と役員が行った面談は、法第７条第３

号の不当労働行為に該当する。

４ Ｃ調理長が訴えの取下げ等を求めた発言、及び会社が組合脱退手続等を教示し

たことについて（争点１－③）

(1) Ｃ調理長が訴えの取下げを求めた発言等について
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ア 発言が、客観的に組合の運営に対し影響を与えた事実がある以上、たとえ

発言者にこの点について主観的認識ないし目的がなかったとしても、なお組

合に対する介入があったと解するのが相当であり、特に組合の結成や内部運

営など、使用者の介入が当然禁止される領域への介入は、使用者の主観的意

図にかかわらず支配介入の不当労働行為に該当する。

イ 本件においては、上記第３の５で認定したとおり、訴訟が提起された後の

２１年３月１６日、Ｃ調理長は、部下のＤに対し訴訟を取り下げるよう求め、

翌１７日には同じく部下のＥに対して、訴訟を取り下げるよう求めている。

会社は、これについて、Ｃ調理長が個人的に心配して、訴えを取り下げた方

がいいのではないかという趣旨の発言であり、また、当時会社もＣ調理長も

組合員が誰であるかまったく知らなかったと主張している。

ウ Ｃ調理長は、洞爺湖萬世閣の調理部門の労務管理、人事管理の責任者であ

り、２１年４月１日の第３回団交において経営側に名を連ねていた。

このような立場の役職にいるＣ調理長の上記発言が、個人的に心配したこ

とによるとの主観的意図があったとしても、全く会社と無関係に行われたと

いう会社主張は採ることができないし、当時組合員か非組合員か不明な者に

対して行われた発言であるという主張も、上記第３の５の(2)で認定したと

おり、Ｃ調理長が組合結成大会に出席していて、そこに集まった従業員の範

囲を認識していた以上、これも採用することはできない。

エ したがって、Ｃ調理長の、部下である組合員への訴訟取下げの働きかけは、

その立場上個人的なものではなく、会社の意を体したものと解するのが相当

である。

オ そして、訴訟取下げと同時期に、ＥとＤが組合から脱退しているが、Ｃが

Ｄ・Ｅに訴訟取下げを働きかけた際に、会社とけんかしない方がいいなどと

Ｃは発言しており、本件においては、訴訟取下げだけでなく、組合が主体と

なって追行していた訴訟の取下げを働きかけることにより、組合の運動基盤

を切り崩すことを意味すると解される。

カ よって、Ｃ調理長のＤ・Ｅへの働きかけは、組合への支配介入として、法

第７条第３号の不当労働行為に該当する。

(2) 会社が組合脱退手続及び訴訟委任取下げに係る文言を教示したことについて
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ア 上記(1)のアに記したように、組合の結成や内部運営など、使用者の介入

が当然に禁止される領域への介入は、使用者の意図にかかわらず支配介入の

不当労働行為に該当する。

イ そうすると、一般論として、会社が組合員の従業員から、組合からの脱退

について相談され、それに対して、脱退届のひな形などを示すことは、使用

者の介入が禁止される領域への介入となり、組合からの脱退教示として、組

合への支配介入に該当すると解すべきである。

ウ また、上記第３の５の(3)で認定したような、Ｆ調理長の複数の組合員（Ｇ

・Ｈ・Ｉ・Ｊ・Ｋ）への組合脱退等の文言の教示は、Ｆ調理長が、登別萬世

閣の調理部門の労務・人事管理の責任者であるにもかかわらず、脱退届の作

成にまで関与するものであり、組合脱退の勧奨として支配介入に当たり、尋

ねられたから答えたまでで不当労働行為ではないとする会社主張は認められ

ない。

エ よって、Ｆ調理長の上記組合員への組合脱退等の文言の教示は、組合への

支配介入として、法第７条第３号の不当労働行為に該当する。

５ Ａの顧問職からの降格について（争点２）

(1) 組合員に対する不利益取扱いについては、組合員であること、もしくは組合

の正当な行為をしたこと等の故をもってなされたときには、法第７条第１号の

不当労働行為として救済される。組合員が、会社から何らかの不利益な処分を

受けた場合、処分の程度が処分理由に比して相当かどうか、処分の手続きに問

題はなかったかどうか、処分に当たり会社に組合嫌悪がなかったかどうか等を

判断して、処分の主な動機が組合員が組合活動をすることにあると認められた

場合、それは、組合員の組合活動を故とする不利益取扱いに当たり、法第７条

第１号の不当労働行為に該当すると解する。

(2) 本件において、Ａの組合活動については、前記第３の２で認定したとおり、

組合結成以来、未払い時間外賃金や就業規則改訂に係る問題などで会社と団体

交渉を行い、執行委員長として組合の中心となり活動してきたことが認められ

る。これらの団体交渉は、賃金や労働時間に関するもので、正当な組合活動で

ある。そして、Ａの顧問職からの降格が不利益取扱いであることは、上記第３
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の６で認定したとおり、月額３万円（解任当時は月額１万５千円）の給与の減

額になることから明らかである。

(3) 次に、Ａに通知された会社の顧問解任理由は、上記第３の６で認定したとお

り、顧問職が社長との信頼関係の上に成り立っている以上、社長解任を訴えて

いるＡとは、信頼関係が成り立たないから、解任するというものであった。

しかし、会社の降格理由についての主張は、本申立て後、追加等がなされ、

最終的には、職制の見直しにより顧問職を廃止した結果であるとし、顧問職廃

止の理由は、顧問職が形骸化したためであるとしている。形骸化は、Ａが顧問

職の職務を行わなかったことと、組合ができたときに使用者側に立って対策を

すべきところ行わなかったことにより信頼関係が破壊されたために生じたもの

であるとし、また、２１年４月１日の虚偽を記載したビラの配布により会社が

損害を受けたことも、信頼関係破壊の付加事情になるとしている。

(4) そこで、会社の主張する降格理由に相当な理由があるか判断する。

降格には、人事権の行使による場合と懲戒権の行使による場合があるが、実

質的な賃下げである降給を含む場合には、いずれも不利益取扱いである。本件

において、会社は主として人事権の行使による降格を主張していると解される

が、その場合、降格に相当な理由があるか、組合員に対して差別的かが問題に

なるので、以下検討する。

Ａの顧問職は、直接的な人事権も持たず経営上の機密を扱うものでもないか

ら、組合に加入し、組合活動を行うこと自体は、顧問職の立場と矛盾しない。

したがって、組合対策をすべきところを行わなかったから信頼関係が破壊さ

れたとする会社の主張は、理由にならない。しかも、Ａは、２０年１２月から

組合の執行委員長に就任して組合活動を行っていたもので、それから３か月以

上経過した２１年４月８日に降格する理由として掲げることは不自然である。

また、Ａが顧問職の職務を行っていなかったから形骸化したとの理由は、前

記第３の６で認定したとおり、そもそも顧問職の職務内容が明確にされてはい

なかったため、いつから何をもって形骸化したとするかが不明であり、認めら

れない。

さらに、解任が４月１日付けの組織改正による職制廃止によるものとする会

社の主張も、同時に行われたとされる組織改正の実態を見れば、Ａの顧問職の
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廃止以外は、特段大きな変更となっておらず、かつ４月８日にその旨Ａに通知

しているところからすると、この主張も合理性があるとは認められない。

また、会社は、４月１日の虚偽を記載したビラの配布により会社が損害を受

けたことを、Ａの降格に係る信頼関係破壊の付加事情とするも、その事情自体

明確になっているとは認められない。

(5) 以上からすると、降格には相当な理由が認められず、会社の組合嫌悪の意思

も顕著であり、Ａが組合の執行委員長である立場に鑑みると、Ａの降格は、法

第７条第１号の組合活動を故とする不利益取扱いに当たり、同時に法第７条第

３号の組合への支配介入に当たる。

６ 就業規則改訂について（争点３及び争点５）

(1) 代表者選任手続への会社の働きかけについて（争点３）

ア 労働者過半数代表の選出については、過半数組合が存在する場合にはその

労働組合が自動的に代表になり、過半数組合が存在しない場合には、労働者

の代表者を選出する必要がある。過半数代表者の選出については、労働基準

法施行規則第６条の２で、管理監督者であってはならないことや、労働基準

法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして実施される投

票、挙手等の方法による手続により選出された者であることが定められ、使

用者の意向によって選出された者でないこととされている。

イ 組合は、２１年２月１７日の登別萬世閣での、代表者選任手続に先立つ従

業員の新就業規則の説明会における社長の発言や、Ｏ常務の進行について、

組合関係者が代表者とならないよう会社による働きかけがあり、これが不当

労働行為に当たり、手続をやり直さなければならないと主張する。そこで、

代表者選任手続において、組合が主張するような、会社の働きかけの事実が

あったのかどうかについて判断する。

ウ まず、前記第３の７の(4)で認定したとおり、代表者選任に先立つ説明会

において、Ｏ常務があらかじめＱを司会者に、Ｒを書記に提案しているが、

この提案は代表者ないし代表候補者の指名ではなく、このことに対し、説明

会においても、代表選任手続の中においても、出席者からの異議があったと

は認められない。
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そして、常務らの説明の後、社長が「趣旨を理解の上、是非前向きに、必

ずやいい結果になる云々」と発言しているが、この発言は「是非皆様の職場

の改善と、働きながらも自分の生活や、自分の時間を守ろうとする皆様のた

めに、一定の効果、あるいはいい結果になるのではないかと思っております。」

という発言に続けてなされたもので、社長の開会に当たっての挨拶として従

業員の意思決定に影響を及ぼす特別な意味は認められない。

エ 次に、Ａが挙手ではなく、無記名投票によることを提案したことに対し、

社長が、「私たちが決めることではないが」と前置きした上で、「一般的に

行われているのはどこも挙手なんです。無記名投票というのは聞いたことが

ない。」、「したがって、通常のやり方でいいのではないかと思いますけれど

も、それも皆様のご決議にゆだねられればいいのだと、基本的には皆様の問

題。」と発言している。

このように、採決方法を社長が言及すること自体、労働者の自由な意思を

表明させるという観点からは、不適切な発言と解することもできるが、一方

で、基本的に採決方法は従業員が決めると明言しており、また、会社側は会

場から退出しており、その後の選任手続の中で、従業員から挙手を採用する

ことに異議があったとは認められない。

オ 以上から総合的に判断すると、会社が代表者選任手続に際し、ことさらに

組合関係者を代表者にさせないよう働きかけを行ったとまでは認めることは

できず、上記の社長の発言等をもって、法第７条第３号の不当労働行為に該

当するとはいえない。

(2) 就業規則改訂手続の強行について（争点３）

就業規則の改訂手続を強行したことについては、結局のところ、手続に不備

があることを主張しているもので、手続の不備そのものを、組合への支配介入

と認めることはできない。

(3) 就業規則改訂に係る不誠実団交について（争点５）

ア 団体交渉における誠実な交渉態度とは、使用者が労働組合の要求に応じら

れない場合にもその理由や資料を提示して労働組合を説得すべく努力し、合

意達成の可能性を模索することといえる。そして、労働条件の変更など労働

組合が反対している事項につき、使用者が団交前あるいは団交中に一方的に
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実施することは、団交を無意味にするものであり、団交拒否の不当労働行為

になり得る。誠実な交渉のためには、一定の時間と回数が必要なのは当然で

はあるが、交渉を重ねても労使の主張の対立が解消されず、合意の見込みが

なくなった、いわゆる行き詰まり状態になった段階では、使用者は以後の団

交を拒否し得る。

イ 会社は、第２回団交までに、就業規則の内容の争点について、十分に議論

が尽くされていたこと、すなわち、労働時間の管理の問題については、会社

は、組合に対して、１時間当たり１５分の休憩を取ること及びその時間管理

は可能であること、そして、実際、洞爺湖及び登別萬世閣では、大幅な時間

短縮及びその時間管理ができていることを説明し、給与規定については、会

社が、基本給その他についてその見直しを行うものの、厳しい経営環境の下

でも、従業員の生活を第一に考え、これまで従業員が受け取っていた給与の

額が減らないように努め、退職金についてもこれまでどおり支払うことを説

明したことをあげ、大きな争点となっていた労働時間管理と給与規定の問題

については、事前に会社が提出した回答をもとに、会社と組合双方の意見が

十分出され、必要十分な議論が行われ、会社が早急に実施したいと述べたこ

とに対して組合は異論を述べなかったと主張している。

さらに、組合は、第２回団交後において、通知書を会社に送付しているが、

同通知書記載の質問事項には新たな争点は全く記載されておらず、既に２回

にわたる団体交渉において十分に議論が尽くされていた事項について重複し

て行われたにすぎず、その余の質問についても、団交の争点になるとも到底

思えない、「就業規則中の職員、社員、従業員の用語の定義が不明である」

等の就業規則の文言の揚げ足を取るものや、質問の目的、趣旨が全く不明な

ものがほとんどであった。質問の趣旨があまりに意味不明なため、会社とし

ては、組合に対し回答と釈明を求めたが、申立人は、いまだに回答を行って

いないと主張する。

ウ このように、本件において、会社は十分な議論を尽くした上での行き詰ま

りにより交渉を打ち切ったと主張しているが、行った団交は２回のみであり、

第２回団交の席で組合が反対し、さらに組合が再質問すると表明している中

で、第２回団交の翌日、２月１７日、就業規則改訂のために、労働者代表者
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を選任し、意見聴取手続を進め、即日就業規則を改訂したことが認められる。

そして、組合は、第２回団交において、議論が尽くされたというような意

思表示は一切行っておらず、会社において早急に実施したいという手続の実

施時期について、組合が、少なくとも再質問後に設定されると予想すること

は至極当然と解する。また、会社は、組合が法令に違反しなければ手続を進

めてよいと明言したとも主張するが、前後の脈絡を考えれば、一般論として

述べたもので、再質問の前に手続を実施してもよいとしたなどと解すること

はできない。

さらに、会社は、すでに議論が尽くされたとして第２回団交後に出された

組合の２月２３日付け通知書には、新たな争点は全く記載されていないと主

張するが、第３の２の(6)で認定したとおり、当該通知書により、給与規定

の変更による不利益変更について合理的理由がないとして変更中止要請を求

めるなどしており、第２回団交までにそれらについて十分に議論が尽くされ

たとする事実は認められない。

また、第３の７の(6)で認定したとおり、会社が就業規則改訂を急ぐ大き

な理由に、残業代の支払いが膨らむことを避ける意図があり、そのため組合

の発言を会社の都合の良いように解釈してまでも改訂を急ぐ事情があったと

いうことも窺える。

エ 以上のとおり、就業規則の主要な改訂点は、給与規程の変更と変形労働時

間制の施行という、重要な労働条件に関わるものであるにもかかわらず、就

業規則改訂に係る団交は２回のみであり、組合が反対し、再質問すると表明

している中で、その翌日に改訂手続を行い、同日、改訂就業規則を実施した

ことは、議論が尽くされたものとは到底いえず、十分な説明もなく改訂を実

施したことは、不誠実団交であり、法第７条第２号に該当し、かつ、組合軽

視として法第７条第３号の組合への支配介入に当たる。

なお、改訂実施後の組合と会社との文書でのやりとりの中でも、会社から

十分な説明がなされているとは認められない。

７ ３万円で過去の債権を放棄する合意書への署名働きかけについて（争点４）

(1) 会社が主張する３万円支払いの趣旨が変遷しているが、当初の主張は、残業
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代算定根拠が不明であったが、過去の残業代として支払ったものであるとし、

債務の額がはっきりしない場合に一定額を支払い和解することはあり得ること

であり、タイムカードでの実態調査に基づく未払い残業代からみて、金額３万

円は妥当であるとした。しかし、同調査のデータは閑散期のものであるから、

その金額の妥当性には疑問が残る。また、社長の証言により初めて明らかにさ

れた会社の労務管理が不十分なことに関するおわびの意味であるとの主張は、

合意書に過去の残業代の債権放棄条項が含まれることとは相容れないとの疑義

が生ずる。

(2) むしろ、組合主張のように、洞爺湖萬世閣以外のホテルでの未払い残業代請

求訴訟拡大の予告を受け、会社が訴訟の拡大を防止する意図をもって、その場

で３万円を支払うことにより過去の残業代の債権放棄をする合意書への署名を

働きかけたと解するのが自然である。また、会社が働きかけの場にＡを呼ばな

かったのは、もし呼んだらＡが反対意見を述べて、従業員への合意書署名への

働きかけがスムーズにできなくなるおそれがあったからと解するのが相当であ

る。

(3) そして、未払い残業代に関する団交が打ち切られ、個々の組合員が請求訴訟

を提起することとしたという本件の経緯からして、組合が主体的に追行してい

た訴訟の取下げを働きかけることは、組合の運動基盤を切り崩すことを意味す

ると解されるから、この働きかけは、法第７条第３号の組合活動への支配介入

に当たる。

なお、Ａを呼ばなかったこと、組合員だけに３万円を支払わなかったことを、

組合は不利益取扱いと主張しているが、呼ばなかったこと自体を不利益取扱い

とはいえず、また組合員と非組合員を区別なく３万円を支払っているから、こ

れについても不利益取扱いとはいえない。

８ Ｋの再雇用拒否について（争点６）

(1) 組合員に対する不利益取扱いについては、組合員であること、もしくは組合

の正当な行為をしたこと等の故をもってなされたときには、法第７条第１号の

不当労働行為として救済される。組合員が、会社から何らかの不利益な処分を

受けた場合、処分の程度が処分理由に比して相当かどうか、処分の手続に問題
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はなかったかどうか、処分に当たり会社に組合嫌悪がなかったかどうか等を判

断して、処分の主な動機が会社の組合嫌悪にあると判定された場合、それは、

組合員の組合活動を故とする不利益取扱いに当たり、法第７条第１号の不当労

働行為に該当すると解する。

そこで、Ｋに対する再雇用拒否に、相当な理由があるかどうかについて、次

のとおり判断する。

(2) 高年齢者雇用安定法では、年金支給開始年齢の引き上げにあわせて、何らか

の形で６５才までの雇用を保障することを使用者に義務づけている。本件にお

いても、会社は、現に雇用する高年齢者が希望するときに、定年後も原則とし

て、引き続き雇用する継続雇用制度を導入している。

(3) このような再雇用制度の趣旨や、再雇用制度が労働者にとって身分の得喪を

伴う重要な制度であることを考慮すると、会社は、新制度施行に当たりその制

度の詳細を周知させ、会社から個々の労働者に対して適切な方法で意思確認を

行うという配慮が求められる。

(4) 本件においては、前記第３の９の(6)で認定したとおり、改訂就業規則の再

雇用制度については詳細を説明していないこと、前記第３の９の(8)で認定し

たとおり、再雇用の意思確認について一定のルールを定めていないこと、同じ

く定年退職した従業員に明確に意思確認をしたとの事実も明らかではないこと

などから、会社が、新たに再雇用制度を設けるに当たり、本来必要な適切な配

慮をしていた形跡がないことが認められる。

そして、前記第３の９の(3)で認定したとおり、Ｋには再雇用を求める意思

があると窺われる事情があり、会社も承知していたことが認められる。

(5) にもかかわらず、会社がＫに対し、９月の団交において、組合から定年後の

再雇用条件について協議の申出があった後に、一方的にＫを再雇用しない旨の

通知をするなどし、就業規則の規定の適用について、定年予定日３か月前まで

の明確な申出がなかったことを理由に、ことさらに厳格に適用したのは、前記

第３の９の(9)で認定したとおり、Ｋが一度組合を脱退した後に社長と面談し、

一度は組合をやめると言いながら、その意を翻し、組合に留まり訴訟を継続し

ていることなどから、特にＫを標的とし、報復として再雇用を拒否したものと

解するのが相当である。
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(6) したがって、会社がＫの再雇用を拒否したことは、組合員であるが故の不利

益取扱いであり、かつ、組合に対する支配介入として、法第７条第１号及び第

３号の不当労働行為に該当する。

９ 救済方法について

以上のとおりであるから、組合が求める救済内容の趣旨は、主文の救済方法で

足りると判断する。

第５ 結 論

よって、当委員会は、法第２７条の１２及び労働委員会規則第４３条の規定に

より主文のとおり命令する。

平成２３年１月１４日

北海道労働委員会

会長 道 幸 哲 也 ,
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